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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．当社には関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は該当がありません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

売上高 （百万円） 6,241 6,561 7,494 13,297 14,255 

経常利益 （百万円） 346 410 550 682 903 

中間（当期）純利益 （百万円） 334 260 279 948 555 

持分法を適用した場合の投資

利益 
（百万円） － － － － － 

資本金 （百万円） 2,112 2,124 2,124 2,123 2,124 

発行済株式総数 （株） 41,620 41,920 41,920 41,905 41,920 

純資産額 （百万円） 7,637 6,572 6,704 6,623 6,517 

総資産額 （百万円） 10,631 10,704 12,099 10,808 11,307 

１株当たり純資産額 （円） 183,508.28 197,885.07 209,646.79 197,705.81 203,905.66 

１株当たり中間(当期)純利益 （円） 8,046.43 8,180.29 8,756.35 22,778.27 17,143.67 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
（円） 7,866.44 8,051.85 8,700.83 22,317.29 17,043.14 

１株当たり配当額 （円） － 2,500.00 2,500.00 5,000.00 5,000.00 

自己資本比率 （％） 71.8 61.4 55.4 61.3 57.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） 1,052 2,012 1,199 603 2,405 

投資活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） △413 △298 △262 △538 △735 

財務活動によるキャッシュ・

フロー 
（百万円） △209 △446 △211 △975 △697 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高 
（百万円） 2,315 2,243 2,674 975 1,948 

従業員数 

［外、平均臨時雇用人員］ 
(人) 

496 

[86]

511 

[90]

542 

[88]

488 

[90]

510 

[92]



２【事業の内容】 

 ビル及び工場、産業施設、大型マンション向けの高低圧配電盤、自動制御盤、分電盤などの配電制御設備の製造・

販売を行なっており、当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数は当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２．臨時従業員には、季節工、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

(2）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 

［外、平均臨時雇用人員］ 

542 

[88] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、高水準で推移している企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用環境

の改善などにより、景気は緩やかに拡大しております。 

 当業界におきましては、高水準の企業収益に伴い、民間設備投資は増加しておりますが、一方で公共投資は依然

として減少基調が続いております。また銅をはじめとした素材価格の高騰が長期化していることに加え、企業間の

受注・価格競争も続いており、当社を取り巻く環境は依然厳しい状態で推移しております。 

 このような厳しい状況下で、当社は全社員一丸となり、更なる品質の向上と納期厳守、及び緊急連絡体制の充実

も含め、顧客満足を最優先に全力を傾注し営業活動を展開してまいりました。この結果、売上高は7,494百万円

（前年同期比14.2%増）となりました。 

 利益につきましては、原材料価格の上昇があったものの、売上高が前年同期比933百万円上昇したことと、徹底

したコスト低減と経費節減を行い、合理化を推し進めた結果、営業利益は567百万円（前年同期比31.1%増）、経常

利益は550百万円（前年同期比34.0%増）となりましたが、減損損失等による特別損失の計上により中間純利益は

279百万円（前年同期比7.5%増）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、投資活動によるキャッシュ・フローで

262百万円、財務活動によるキャッシュ・フローで211百万円の資金の減少があったものの、営業活動によるキャッ

シュ・フローで1,199百万円の資金の増加があり、前事業年度末に比べ726百万円（37.3％）増加し、当中間会計期

間末には2,674百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における営業活動による資金の増加は1,199百万円となりました。これは税引前中間純利益496百

万円、売上債権の減少額295百万円及びその他負債の増加額447百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動による資金の減少は262百万円となりました。これは主に九州工場での板金工

場棟建設により、有形固定資産取得による支出251百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動による資金の減少は211百万円となりました。これは長期借入金の返済による

支出133百万円及び配当金の支払額79百万円等があったためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 当社は、専ら配電制御設備製造及びこれに付帯する事業を営んでいるため、生産、受注及び販売の状況を配電制御

設備として一括して記載しております。 

(1）生産実績 

 当中間会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

 （注）表示金額は、販売価格によっており、消費税等は含んでおりません。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況は次のとおりであります。 

 （注）表示金額は、消費税等は含んでおりません。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

 （注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、以下のとおりであります。 

２．表示金額には、消費税等は含んでおりません。 

区分 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

配電制御設備 7,328 109.4 

計 7,328 109.4 

区分 受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

配電制御設備 8,013 109.2 7,581 94.2 

計 8,013 109.2 7,581 94.2 

区分 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

配電制御設備 7,494 114.2 

計 7,494 114.2 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

販売先 金額（百万円） 割合（％） 販売先 金額（百万円） 割合（％） 

㈱きんでん 1,645 25.1 ㈱きんでん 1,405 18.8 

㈱関電工 876 13.4 ㈱関電工 1,142 15.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社は、常に独創技術の開発を基本理念として、配電制御設備分野の新製品開発を重点的に研究開発してまいりま

した。当中間会計期間における当社の研究開発費は19百万円であります。 

 配電制御設備分野の製品として、従来の複数の機器を使用した制御回路の制御部及び操作部をユニット化・コンパ

クト化することにより、小型化・低価格化を実現いたしました。また、環境影響にも配慮した開発を行ってまいりま

した。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（１）当中間会計期間において、前事業年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はありま

せん。また新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

（２）前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものは次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 金額（百万円） 完了年月 

九州工場 

（佐賀県佐賀市）  
板金工場棟新設工事  300 平成19年８月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。新株予約権の行

使により発行する株式の内容及び発行価格等は以下のとおりであります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 144,000 

計 144,000 

種類 
中間会計期間末現在発
行数（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 41,920 41,920 ジャスダック証券取引所 － 

計 41,920 41,920 － － 

定時株主総会の特別決議日（平成16年６月18日） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数(個) 679(注)1、3 679(注)1、3 

新株予約権のうち自己新株予約権の数

(個) 
－  －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 679(注)1、3 679(注)1、3 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1株当たり110,000  (注)2 同左 

新株予約権の行使期間 平成18年６月19日～平成26年６月18日 同左 

新株予約権の行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入

額(円) 

発行価格  1株当たり110,000 

資本組入額 1株当たり 55,000 

(注)4 

同左 

 



（注）１．当初行使価額（２において定義する。）を調整した場合２の規定により定まる新株予約権１個当たりの払込金

額に、その時点において未行使の新株予約権の数を乗じて得られた額を、その時々における行使価額（２にお

いて定義する。）で除した数（但し、この場合に１株未満の端数が生ずるときは、切り捨てる。）に調整され

るものとする。なお、平成16年６月18日開催の定時株主総会において、1,000株を１株とする株式併合を決議

しており、それに伴い平成16年８月１日より新株予約権１個につき目的となる株式の数は、1,000株から１株

となっております。 

定時株主総会の特別決議日（平成16年６月18日） 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の行使の条件 

① 当社は、当社と個別の対象者との間で締結

する新株予約権の割当に関する契約におい

て、取締役会の決議により指定した期間にお

ける行使可能な新株予約権の個数及び新株予

約権の行使によって発行又は移転される株式

の発行価額又は処分価額の合計額の上限を定

めることができ、かかる定めがある場合、対

象者はかかる上限を超えないように新株予約

権を行使しなければならない。 

② 対象者が当社の取締役、監査役又は従業員

である場合には、権利行使時においても、当

社の取締役、監査役又は従業員の地位にある

ことを要する。但し、権利行使時において、

当社の取締役、監査役又は従業員の地位を喪

失した場合であっても、任期満了による退

任、定年退職その他の正当な理由があると当

社取締役会が認め、その者の退職、退任又は

地位喪失後の権利行使を当社取締役会で承認

した場合はこの限りではない。 

③ 対象者が死亡した場合は、相続人がこれを

行使できる。但し、新株予約権の割当に関す

る契約に定める条件による。 

④ 対象者が新株予約権を放棄した場合、対象

者が法令違反の行為をした場合、対象者が当

社と競業した場合その他新株予約権を発行す

る目的に照らして対象者に新株予約権を行使

させることが相当でない事由として取締役会

決議で定める事由が生じた場合、対象者は新

株予約権を行使できないものとする。 

⑤ 新株予約権の譲渡、質入、担保供与その他

一切の処分は認められない。 

⑥ 各新株予約権の一部行使は、できないもの

とする。 

⑦ 当社普通株式にかかる株券が店頭売買有価

証券として日本証券業協会に登録され又はい

ずれかの証券取引所に上場されていることを

要する。 

⑧ その他の権利行使の条件は、当社取締役会

において決定するものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡する場合には、取締役会の承認を要する。 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付

に関する事項 
－ － 



２．各新株予約権の行使に際して払込をなすべき金額（以下「払込価額」という。）は、次により決定される株式

１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という。）に１で定める新株予約権１個当たりの目的となる株式数

を乗じた金額とする。行使価額は、当初110円とする。なお、新株予約権発行後に当社が行使価額を下回る価

格で当社普通株式につき、新株の発行または自己株式の処分を行う場合（新株予約権の行使の場合を除く。）

は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式の総数を控除し

た数とし、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」、「１株当たり払込

金額」を「１株当たり処分金額」に読み替えるものとする。 

また、新株予約権発行後に当社が行使価額を下回る価格で当社の普通株式の発行もしくは自己株式の移転を受

けることができる新株予約権又はかかる新株予約権を付された新株予約権付社債を発行するときも上記の算式

により行使価額を調整するものとする。 

さらに、新株予約権発行後に当社が当社普通株式分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

するものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたとき

は、合併又は会社分割等の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。 

３．退職等により失権している新株予約権は以下のとおりであります。 

４．平成16年６月18日開催の定時株主総会において、1,000株を１株とする株式併合を決議しており、それに伴い

平成16年８月１日より新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整さ

れております。 

調整後行使価額 ＝ 
既発行株式数×調整前行使価額＋新規発行株式数×１株当たり払込金額 

既発行株式数＋新規発行株式数 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 53 56 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 53 56 



(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

 （注） 上記のほか、平成19年９月末現在当社所有の自己株式9,942株（23.71％）があります。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高 

(株) 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 

(百万円) 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日  
－ 41,920 － 2,124 － 531 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

富士化学塗料株式会社 東京都目黒区下目黒５-19-５ 2,500 5.96 

佐藤商事株式会社 東京都中央区八丁堀１-13-10 1,150 2.74 

株式会社立花エレテック 大阪市西区西本町１-13-25 1,085 2.58 

株式会社関電工 東京都港区芝浦４-８-33 1,000 2.38 

株式会社きんでん 大阪市北区本庄東２-３-41 1,000 2.38 

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２-３-１ 1,000 2.38 

株式会社弘電社 東京都中央区銀座５-11-10 600 1.43 

東光電気工事株式会社 東京都千代田区西神田１-４-５ 600 1.43 

株式会社都市管財センター 東京都江戸川区平井６-51-25 600 1.43 

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１-２-23 600 1.43 

株式会社ユアテック 仙台市宮城野区榴岡４-１-１ 600 1.43 

北尾 吉孝 東京都新宿区 600 1.43 

計 － 11,335 27.03 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注） 「完全議決権株式（その他）」欄には証券保管振替機構名義の株式が１株含まれています。また「議決権の数」

欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれています。 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  9,942 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 31,978 31,978 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 41,920 － － 

総株主の議決権 － 31,978 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社かわでん 
山形県南陽市小岩

沢225番地 
9,942 － 9,942 23.71 

計 － 9,942 － 9,942 23.71 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 167,000 165,000 160,000 164,000 163,000 157,000 

低（円） 162,000 155,000 156,000 158,000 153,000 151,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間会計期間（平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツによる中間監査を受けており

ます。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社には子会社が存在しないことから中間連結財務諸表は作成しておりません。 



１【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金 ※2 2,343     2,774     2,048    

２ 受取手形 ※7 1,122     1,393     1,322    

３ 売掛金   2,114     2,106     2,500    

４ 棚卸資産   1,753     1,758     1,829    

５ 繰延税金資産   138     486     218    

６ その他   47     50     30    

貸倒引当金   △1     △1     △1    

流動資産合計     7,518 70.2   8,569 70.8   7,947 70.3 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※1,3                  

(1）建物・構築物 ※2 1,319     1,534     1,294    

(2）機械及び装置   －     621     520    

(3）土地 ※2 645     619     645    

(4）その他   733     193     310    

有形固定資産合計   2,698     2,970     2,771    

２ 無形固定資産   165     150     158    

３ 投資その他の資産                    

(1）投資有価証券   159     239     255    

(2）その他   213     173     178    

貸倒引当金   △50     △3     △3    

投資その他の資産
合計   322     409     430    

固定資産合計     3,185 29.8   3,529 29.2   3,360 29.7 

資産合計     10,704 100.0   12,099 100.0   11,307 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   1,328     1,464     1,496    

２ 短期借入金 ※2 705     700     700    

３ 1年以内に返済予定
の長期借入金 

※2 199     333     273    

４ 未払法人税等   24     506     294    

５ 賞与引当金   250     288     242    

６ 役員賞与引当金   20     －     －    

７ 未払金    －     881     417    

８ その他 ※3,6 606     394     337    

流動負債合計     3,134 29.3   4,568 37.8   3,761 33.3 

Ⅱ 固定負債                    

１ 長期借入金 ※2 361     195     388    

２ 退職給付引当金   622     630     629    

３ その他   12     0     10    

固定負債合計     997 9.3   826 6.8   1,028 9.1 

負債合計     4,131 38.6   5,395 44.6   4,790 42.4 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

１ 資本金     2,124 19.8   2,124 17.6   2,124 18.8 

２ 資本剰余金                    

（1）資本準備金   531     531     531    

（2）その他資本剰余金   1,027     949     950    

資本剰余金合計     1,558 14.6   1,481 12.2   1,482 13.1 

３ 利益剰余金                    

（1）その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金   4,557     4,969     4,769    

利益剰余金合計     4,557 42.6   4,969 41.1   4,769 42.2 

４ 自己株式     △1,687 △15.8   △1,872 △15.5   △1,875 △16.6 

５ 自己株式申込証拠 
  金     － －   － －   0 0.0 

株主資本合計     6,553 61.2   6,702 55.4   6,501 57.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ その他有価証券評
価差額金     18 0.2   1 0.0   15 0.1 

評価・換算差額等 
合計     18 0.2   1 0.0   15 0.1 

純資産合計     6,572 61.4   6,704 55.4   6,517 57.6 

負債純資産合計     10,704 100.0   12,099 100.0   11,307 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,561 100.0   7,494 100.0   14,255 100.0 

Ⅱ 売上原価     4,914 74.9   5,350 71.4   10,467 73.4 

売上総利益     1,646 25.1   2,144 28.6   3,788 26.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,213 18.5   1,576 21.0   2,834 19.9 

営業利益     432 6.6   567 7.6   954 6.7 

Ⅳ 営業外収益     18 0.3   22 0.2   32 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※１   40 0.6   39 0.5   82 0.6 

経常利益     410 6.3   550 7.3   903 6.3 

Ⅵ 特別利益     6 0.0   0 0.0   11 0.1 

Ⅶ 特別損失     2 0.0   54 0.7   18 0.1 

税引前中間（当
期）純利益     414 6.3   496 6.6   897 6.3 

法人税、住民税及
び事業税     12 0.2 485     280     

法人税等調整額     142 2.1 △268 217 2.9 62 342 2.4 

中間（当期）純利
益     260 4.0   279 3.7   555 3.9 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

（注）１．平成18年６月の定時株主総会における決議によるものであります。 

２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利 
益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,123 894 768 1,662 4,483 4,483 △1,672 6,597 

中間会計期間中の変動額                

新株の発行 0 0   0       1 

資本準備金の取崩（注）１   △363 363 －       － 

剰余金の配当（注）２         △167 △167   △167 

役員賞与（注）２         △19 △19   △19 

中間純利益         260 260   260 

自己株式の取得             △584 △584 

自己株式の処分     △104 △104     569 465 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純
額） 

               

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

0 △362 259 △103 74 74 △14 △43 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

2,124 531 1,027 1,558 4,557 4,557 △1,687 6,553 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

26 26 6,623 

中間会計期間中の変動額      

新株の発行     1 

資本準備金の取崩（注）１     － 

剰余金の配当（注）２     △167 

役員賞与（注）２     △19 

中間純利益     260 

自己株式の取得     △584 

自己株式の処分     465 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純
額） 

△7 △7 △7 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△7 △7 △50 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

18 18 6,572 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
自己株式 

 申込証拠金 
株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利 
益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,124 531 950 1,482 4,769 4,769 △1,875 0 6,501 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当         △79 △79     △79 

中間純利益         279 279     279 

自己株式の処分     △1 △1     3 △0 1 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動
額（純額） 

                 

中間会計期間中の変動額
合計 
（百万円） 

－ － △1 △1 200 200 3 △0 201 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

2,124 531 949 1,481 4,969 4,969 △1,872 － 6,702 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

15 15 6,517 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当     △79 

中間純利益     279 

自己株式の処分     1 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動
額（純額） 

△14 △14 △14 

中間会計期間中の変動額
合計 
（百万円） 

△14 △14 186 

平成19年９月30日 残高 
（百万円） 

1 1 6,704 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．平成18年６月の定時株主総会における利益処分による配当金167百万円及び、平成18年11月の取締役会決議に

よる中間配当83百万円であります。 

２．平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
自己株式  
 申込証拠金 

株主資本 
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

その他利 
益剰余金 利益 

剰余金 
合計 繰越利益 

剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

2,123 894 768 1,662 4,483 4,483 △1,672 － 6,597 

事業年度中の変動額                  

新株の発行 0 0   0         1 

資本準備金の取崩   △363 363 －         - 

剰余金の配当（注）１         △250 △250     △250 

役員賞与（注）２         △19 △19     △19 

当期純利益         555 555     555 

自己株式の取得             △1,008   △1,008 

自己株式の処分     △180 △180     805 0 625 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
（純額） 

                 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

0 △362 182 △179 286 286 △202 0 △95 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

2,124 531 950 1,482 4,769 4,769 △1,875 0 6,501 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 

評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

26 26 6,623 

事業年度中の変動額      

新株の発行     1 

資本準備金の取崩     － 

剰余金の配当（注）１     △250 

役員賞与（注）２     △19 

当期純利益     555 

自己株式の取得     △1,008 

自己株式の処分     625 

株主資本以外の項目の 
事業年度中の変動額
（純額） 

△10 △10 △10 

事業年度中の変動額合計 
（百万円） 

△10 △10 △105 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

15 15 6,517 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税引前中間（当期）
純利益 

  414 496 897 

減価償却費   93 114 204 

減損損失   － 54 － 

貸倒引当金の減少額   △0 △0 △47 

退職給付引当金の増
加額 

  11 1 18 

賞与引当金の増加額   150 45 142 

役員賞与引当金の増
加額 

  20 － － 

受取利息及び受取配
当金 

  △0 △3 △2 

受取保険金   △1 △0 △1 

支払利息   22 27 45 

会員権処分益   － △0 － 

投資有価証券評価損   0 － 0 

固定資産除売却損益
（益：△） 

  △3 0 12 

売上債権の減少額   1,622 295 993 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △38 70 △114 

仕入債務の減少額   △268 △31 △100 

未払消費税等の増減
額（減少：△） 

  37 △2 75 

その他資産の増減額
（増加：△） 

  △8 △18 59 

その他負債の増加額   26 447 318 

役員賞与支払額   △19 － △19 

小計   2,056 1,496 2,480 

 



   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

利息及び配当金の 
受取額 

  0 3 2 

保険金収入   1 0 1 

利息の支払額   △21 △28 △45 

法人税等の支払額   △24 △272 △33 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  2,012 1,199 2,405 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

有形固定資産の取得
による支出 

  △229 △251 △522 

有形固定資産の売却
による収入 

  5 － 5 

無形固定資産の取得
による支出 

  △8 △5 △22 

投資有価証券の取得
による支出 

  △64 △20 △169 

投資有価証券の払戻
による収入 

  － 11 － 

差入保証金の支払   △0 △0 △0 

差入保証金返還によ
る収入 

  － 1 0 

会員権売却等による
収入 

  － 1 － 

その他の支出   △1 △1 △27 

その他の収入   － 3 － 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △298 △262 △735 

 



   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約キャッシュ・フロー 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の減少額   △325 － △330 

長期借入金の借入に
よる収入 

  300 － 500 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △138 △133 △238 

株式の発行による 
収入 

  1 － 1 

自己株式の取得によ
る支出 

  △584 － △1,008 

自己株式の処分によ
る収入 

  465 1 625 

配当金の支払額   △165 △79 △248 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △446 △211 △697 

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増加額 

  1,267 726 972 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  975 1,948 975 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,243 2,674 1,948 

         



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定し

ております。） 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定してお

ります。） 

時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

製品及び仕掛品 

個別法による原価法 

(3）たな卸資産 

同左 

(3）たな卸資産 

同左 

  原材料 

移動平均法による原価法 

   

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

製造部門に属する建物（建物

附属設備を含む）、構築物及

び機械装置は定額法、それ以

外は定率法であります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ２～65年 

機械及び装置  ２～12年 

工具器具備品  ２～20年 

(1）有形固定資産 

製造部門に属する建物（建物

附属設備を含む）、構築物及

び機械装置は定額法、それ以

外は定率法であります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び構築物 ２～50年 

機械及び装置  ２～12年 

工具器具備品  ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

  ────── （会計方針の変更） 

 法人税法の改正に伴い、当中間

会計期間より、平成19年４月１日

以降に取得した有形固定資産につ

いて、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しておりま

す。これにより営業利益、経常利

益、及び税引前中間純利益はそれ

ぞれ１百万円減少しております。 

────── 

  ────── （追加情報） 

 平成19年度の法人税法改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、

取得価額の５％相当額と備忘価額

との差額を５年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上し

ております。これにより営業利

益、経常利益及び税引前中間純利

益がそれぞれ８百万円減少してお

ります。 

────── 

  (2）無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アは社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



 
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支出に備える

ため支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額

の当中間会計期間負担額を計

上しております。 

(3）役員賞与引当金 

────── 

（3）役員賞与引当金    

───── 

  （会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しておりま

す。 

これにより営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、

それぞれ20百万円減少してお

ります。 

────── ────── 

  (4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理しており

ます。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込み額に基づき、計上してお

ります。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法によりそれぞれ発生の翌事

業年度より費用処理しており

ます。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書(キャッシュ・フロ

ー計算書)における資金の

範囲 

中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現

金同等物）は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヵ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっており

ます。 

同左 キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同

等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヵ

月以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜き方式によっており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,572百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は6,517百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

────── ────── （役員賞与に関する基準） 

 当事業年度より「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

企業会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。これに

より、役員賞与については、従来、

利益処分により株主総会決議を経て

未処分利益の減少として処理してお

りましたが、当事業年度より発生時

に費用処理しております。 

 この結果、従来の方法と比べ、営

業利益、経常利益及び税引前当期純

利益はそれぞれ20百万円減少してお

ります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

──────  

  

 （中間貸借対照表） 

１．資産の「機械及び装置」は、前中間会計期間まで、

有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間会計期間末において資産の総額の100分の５を

超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「機械及び装置」の金額は

535百万円であります。 

２．負債の「未払金」は、前中間会計期間まで、流動負

債の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において負債及び純資産の総額の100分の５を

超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「未払金」の金額は323百万

円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

3,782百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

     3,906百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

     3,809百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

※２ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のと

おりであります。 

定期預金 100百万円  

建物   700百万円 （帳簿価額）

土地   364百万円  

計   1,164百万円  

定期預金 100百万円  

建物   680百万円 （帳簿価額）

土地   364百万円  

計   1,145百万円  

定期預金 100百万円  

建物    690百万円 （帳簿価額）

土地   364百万円  

計   1,155百万円  

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

担保付債務は次のとおりであり

ます。 

短期借入金 300百万円 

長期借入金 561百万円 

(うち1年内返済予定額199百万円)

短期借入金 300百万円 

長期借入金 361百万円 

(うち1年内返済予定額266百万円)

短期借入金    300百万円 

長期借入金 461百万円 

(うち1年内返済予定額206百万円)

※３ 所有権が留保された固定資産 ※３ 所有権が留保された固定資産 ※３ 所有権が留保された固定資産 

機械装置 270百万円（帳簿価額） 

対応債務 未払金87百万円 

────── ────── 

 ４ 保証債務 

 ㈱カワデンは民事再生法に基づく

別除権付債権があり、担保資産の処

分により弁済できなかった金額の

0.95％を再生債権として弁済するこ

とになっております。 

 当該弁済額については、当社が支

払保証することになっており、金額

は確定しておりませんが、その限度

額は４百万円であります。 

 ４ 保証債務 

 ㈱カワデンは民事再生法に基づく

別除権付債権があり、担保資産の処

分により弁済できなかった金額の

0.95％を再生債権として弁済するこ

とになっております。 

 当該弁済額については、当社が支

払保証することになっており、金額

は確定しておりませんが、その限度

額は４百万円であります。 

 ４ 保証債務 

 ㈱カワデンは民事再生法に基づく

別除権付債権があり、担保資産の処

分により弁済できなかった金額の

0.95％を再生債権として弁済するこ

とになっております。 

 当該弁済額については、当社が支

払保証することになっており、金額

は確定しておりませんが、その限度

額は４百万円であります。 

 ５ 受取手形裏書譲渡高 

0百万円 

 ５ 受取手形裏書譲渡高 

────── 

 ５ 受取手形裏書譲渡高 

────── 

※６ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が乏

しいため、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

※６ 消費税等の取扱い 

同左 

※６ 消費税等の取扱い 

────── 

※７ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれております。 

※７ 中間期末日満期手形 

 中間期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間

の末日は金融機関の休日であったた

め、次の中間期末日満期手形が中間

期末残高に含まれております。 

※７ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理は、手

形交換日をもって決済処理しており

ます。なお、当事業年度の末日は金

融機関の休日であったため、次の期

末日満期手形が期末残高に含まれて

おります。 

受取手形 220百万円 受取手形    218百万円 受取手形    165百万円



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加15株は、新株予約権の行使によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加3,140株は、自己株式の取得によるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による減少286株、処分による減少2,650株でありま

す。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注）新株予約権の減少は、新株予約権の権利行使によるものであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 営業外費用の主要項目 ※１ 営業外費用の主要項目 ※１ 営業外費用の主要項目 

支払利息 22百万円 支払利息   27百万円 支払利息   45百万円

２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 ２ 減価償却実施額 

有形固定資産 71百万円

無形固定資産 22百万円

有形固定資産   96百万円

無形固定資産   18百万円

有形固定資産  160百万円

無形固定資産   44百万円

 
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）1 41,905 15 － 41,920 

合計 41,905 15 － 41,920 

自己株式        

普通株式 （注）2,3 8,501 3,140 2,936 8,705 

合計 8,501 3,140 2,936 8,705 

新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間会計
期間末残高 
（百万円） 前事業年度末 

当中間会計
期間増加 

当中間会計
期間減少 

当中間会計
期間末 

平成15年３月14日臨時

株主総会決議に基づく

新株予約権（注） 

普通株式 585 － 50 535 － 

平成16年６月18日定時

株主総会決議に基づく

新株予約権（注） 

普通株式 1,000 － 251 749 － 

合計 － 1,585 － 301 1,284 － 



３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 167 5,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月８日 

取締役会 
普通株式 83 利益剰余金 2,500 平成18年９月30日 平成18年12月11日

 
前事業年度末株式数 

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

発行済株式        

普通株式 41,920 － － 41,920 

合計 41,920 － － 41,920 

自己株式        

普通株式 （注） 9,958 － 16 9,942 

合計 9,958 － 16 9,942 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 79 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年11月７日 

取締役会 
普通株式 79 利益剰余金 2,500 平成19年９月30日 平成19年12月10日



前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の増加15株は、新株予約権の行使によるものであります。 

２．普通株式の自己株式の株式数の増加5,620株は、自己株式の取得によるものであります。 

３．普通株式の自己株式の株式数の減少は、新株予約権の行使による減少713株、処分による減少3,450株でありま

す。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
前事業年度末株式数 

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数 
（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）1 41,905 15 － 41,920 

合計 41,905 15 － 41,920 

自己株式        

普通株式 （注）2,3 8,501 5,620 4,163 9,958 

合計 8,501 5,620 4,163 9,958 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 167 5,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月8日 

取締役会 
普通株式 83 2,500 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 79  利益剰余金 2,500 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成18年９

月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係（平成19年９

月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係（平成19年３月31日現

在） 

現金及び預金勘定 2,343百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△100百万円 

現金及び現金同等

物 
2,243百万円 

現金及び預金勘定 2,774百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△100百万円 

現金及び現金同等

物 
2,674百万円 

現金及び預金勘定 2,048百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△100百万円 

現金及び現金同等

物 
1,948百万円 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

   

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

中間期

末残高

相当額 

   (百万円) (百万円) (百万円)

機械及び装

置 
  5   2   3 

工具・器具

及び備品 
  31   23   8 

その他   12   9   2 

合計   49   35   14 

   

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

中間期

末残高

相当額 

   (百万円) (百万円) (百万円)

機械及び装

置 
  5   3   1 

工具・器具

及び備品 
  23   20   3 

その他   12   11   0 

合計   41   36   5 

   

取得価

額相当

額 

 

減価償

却累計

額相当

額 

 

期末残

高相当

額 

   (百万円) (百万円) (百万円)

機械及び装

置 
  5   3   2 

工具・器具

及び備品 
  23   18   5 

その他   12   10   1 

合計   41   31   9 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）     同左 （注）取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 ② 未経過リース料期末残高相当額等 

１年内 8百万円 

１年超 5百万円 

合計 14百万円 

１年内 4百万円 

１年超 0百万円 

合計 5百万円 

１年内 7百万円 

１年超 2百万円 

合計 9百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額

は、有形固定資産の中間期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）     同左 （注）未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定

しております。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額及び減価償却費相当額 

支払リース料 4百万円 

減価償却費相当額 4百万円 

支払リース料  4百万円 

減価償却費相当額  4百万円 

支払リース料  8百万円 

減価償却費相当額 8百万円 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
取得原価 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 98 130 31 

合計 98 130 31 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 28 

 
取得原価 
（百万円） 

中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 166 168 1 

合計 166 168 1 

  中間貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 16 

投資事業組合 54 

 
取得原価 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額（百万円） 

株式 166 192 26 

合計 166 192 26 

  貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 63 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間会計期間末（平成19年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前事業年度末（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

 前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間会計期間（自 平成19年４月１日

至 平成19年９月30日）及び前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）において当社には、

関連会社がありませんので該当事項はありません。 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引 140 △1 △1 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引 60 △0 △0 

対象物の種類 取引の種類 
契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

金利 スワップ取引 80 △0 △0 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

     ２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 

  至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

  至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 197,885円07銭 

１株当たり中間純利益金額 8,180円29銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
8,051円85銭 

１株当たり純資産額 209,646円79銭 

１株当たり中間純利益金額 8,756円35銭 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
8,700円83銭 

１株当たり純資産額 203,905円66銭 

１株当たり当期純利益金額 17,143円67銭 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
17,043円14銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 

 至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益（百万円） 260 279 555 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 260 279 555 

普通株式の期中平均株式数（株） 31,848 31,972 32,380 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 508 204 191 

（うち新株予約権） (508) (204) (191) 

 
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日） 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日） 
前事業年度末 

(平成19年３月31日） 

 純資産の部の合計額（百万円） 6,572 6,704 6,517 

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円）  － － － 

  普通株式に係る中間期末（期末）の純資産額 

 （百万円） 
6,572 6,704 6,517 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた中間期末  

（期末）の普通株式の数（株） 
33,215 31,978 31,962 



(2）【その他】 

 平成19年11月７日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

（注）平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払を行います。 

（イ）中間配当による配当金の総額 79百万円 

（ロ）１株当たりの金額 2,500円00銭 

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成19年12月10日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（１）有価証券報告書及びその添付書類 平成19年６月29日東北財務局長に提出 

  事業年度（第86期） （自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（２）自己株券買付状況報告書  

  平成19年６月14日東北財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１８年１２月８日 

株式会社かわでん      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橋本 俊光  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 菅  博雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株

式会社かわでんの平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８６期事業年度の中間会計期間（平成 

１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、

中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社かわでんの平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１９年１２月１０日

株式会社かわでん      

  取締役会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 橋本 俊光  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 菅  博雄  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社かわでんの平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日までの第８７期事業年度の中間会計期間

（平成１９年４月１日から平成１９年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社かわでんの平成１９年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１９

年４月１日から平成１９年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示して

いるものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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